









〔坂 内所長〕本 日は 、お時間 を頂 き有 り難 う御座 います。初 めに 、
科学技術 による我が国の国際貢献 のあ り方 とい ったお話 か ら、お願
い致 します 。
〔猪瀬顧問】先般の湾岸戦争 の時、日本 か ら180億 ドル の拠出を
しましたが 、外国か らは たい した評価が得 られ ませんで した。今回
のPKO派 遣 も同 じような評価 となって しまうのではと心配 してい
ます。その理 由は、日本が得意 としている ことを日本のイニ シアテ
ィブでや らないからだ と思います。現在 、冷戦 が終結 に向かい、い
かに21世 紀 を平和 な時代 にす るか 、大規模な軍縮 をどう進 めるか
が大問題 となってい ます 。その際 、軍事産業 を民 生産業 に転換することが不可避ですが、全面 的に
これをや った経験のある国は 、日本 と ドイツだげです 。これに成功 し、国際的な民生市場での優位
を確立 しました。この貴重な経験を世界の国々に伝 え、そ して各国 の民生転換へ の努力 に対 し、日
本が支援 してい くことが 、日本の今後 の国際貢献 の要であ ると考えてい ます 。
家電製品や 、自動車 、カメ ラで戦後 日本 が世 界の市場で優位 に立 ったのは、単純化 して言 えば 、
軍需か ら民生へ の転換が うまくい ったからです 。日本 は第2次 大戦 中、電波兵器 、軍用航空機 、光
学兵器 に力をいれてお り、高い技術水準 と優秀な人材がい ました。その よう
な土壌 のもと、大変 な努力 をして民生産業 に転換 したので す。
〔坂 内〕過 日、先生 が軍民転換 に関 し、メジ ャー リー グ ・マイナー リー グ論
を展開 しているのを聞きました。
【猪瀬]ア メ リカの国際競争力の回復の ためには、軍民転換が必要です。軍
事予算 を減 らす とい って も難 しい し、一方、産業界 にとって も軍需はや りや
すい 。優秀な研究者 はみんな、軍需産業 にいって しまい 、軍需産業がメ ジヤ
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－ リー グ、民生産業はマイナー り一 グとい う感 じになっている。日本 は、軍需産業がな く、民生産
業 がメジャー り一グですから、そのままでは 、試合 をして も日本が連戦連勝で 、国際市場で優位に
立 って しまう。貿易不均衡について、半導体や 自動車で日本がアメ リカの要求 をのんで も、アメ リ
カの民生産業がマイナー リー グでいる限 り本質的解決 にな らない。
〔坂 内】新政権 とな って 、そ こが どう変わるか とい うことですが。
〔猪瀬】かな り期待 を持 って います。ゴア副大統領が上院議員時代 から進めているHpcc(High
PerformanceComputingandCommunications)とい う壮大な計画があ ります。予算が93年 度で
8億 ドル というものです 。全 く軍事 目的ではな いが 、軍関係 の予算 も含 まれてい ます。新 しい時代
のインフラ とは、超 高速 コンピュータであ り、高速通信ネ ッ トワー クであ り、そのためのソフ トで
あ り、基礎研究 であ り、基礎研究 を通 じての人材の養成である。これらを総合的に推進 して 、アメ
リカ全体 の科学技術能力 のか さ上げを行 って 、国際競争力 を回復 しようとい う狙 いです。
【坂内】旧ソ連地域 については どうで しょうか。
【猪瀬】旧ソ連圏の国 々の再 建には軍民転換が是非必要です。旧ソ連で も、技術 者は、自分達が従
来 、軍事産業に偏重 してお り、民生に転換 しなければ とい う意識 を持 って苦闘 しています。頭脳流
出が20万 人とも30万 人 とも言われ ますが 、ソ連時代 には研究者 の交流があま りにも少 な く、離
れ島にいるような状況 だったのですか ら、や っと動 きだ したと見 ることもで きます 。経済状態 も悪
いので 、一時的流出はあ りますが 、ロシアは特 に基礎科学 の分野で高度 の蓄積 と評価があ るのです
から、これ を育てて行 けば 、良い研究者 は必ず帰ってい くと思います 。この ような旧ソ連地域 に対
して我 々がなすべ きことは 、単な る金の支援ではな く、軍民転換 を促す技術的支援だ と思い ます。
〔坂内コ 日本の貢献 で きる分野 として環境対策技術があ ると思いますが。
【猪瀬】 そ う思 います。欧州 の人は 、最近 、環境問題 について 、日本の動 きが鈍 いような ことを言
いますが、僕はそれはおか しい 、環境問題 に対 して身 を挺 して取 り組み解決 して きたのは 日本 だけ
だ 、と言いたい 。東京の大気汚染が深刻 になって きた時 、日本の自動車業界は 、年 々設定 され る厳
しい環境基準を達成すべ く、頑張 ってクリー ンで燃費 のいい車 を開発 して、とうとう東京の空 はき
れいにな った。その後 、よその国、よその都市で環境基準 を設定 した時 、その基準 を満足す る自動
車 は日本車 しかなかったとい う時代があ ります。その ことを考 える と、環境問題 は産業界 にとって
単 なる重荷ではな くて 、ちゃん と対応 すれば 、国際競争力 をも高め得 ることを、立証 した と思 うの
です。
また、一時 日本人 は兎小屋に住 んでいる と悪 口を言 われ ましたが 、で きるだけ余計なエ ネルギー 、
余計 なフロアスペー スを使わないよ うに住 んで い くとい う生 き様が 、結局は自然保護につなが り、
環境保護につなが る。日本人は理想的な生 き方を しているの じゃないか、こう言いたいですね 。
〔坂 内】 ところで最近 、科学技術系人材の養成 、青少年 の科学技術離れな どが問題 とな っています 。
【猪瀬】一時 、製造業離れが問題視 され ましたが 、当時 、東大にお りまして 、就職担 当もしました
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けれど、批判は当らない とい う感 じが しま した。 とい うのは 、理工 系で金融業界 に行 くような人は 、
それな りに 目的意識 をもっているんですね 。語弊があるかも知れ ませんが 、最近の金融業 界 、不動
産業界のおかしな ことは 、理 工系 の人たちが内部で イニシアテ ィブ を持 っていれば 、かな り防 げた
のではないかとい う気が します 。自然科学 とか人文 ・社会科学 とか区分 して も、人間の生 き様 の中
では、それ らはお互 いに入 り組 んでいるはずの ものですか ら、そ ういう意味で学際的にな ってい く
のは望 ましいん じゃないのか 。我 々技術屋 はこれまで社会の ことを知 らな過 ぎた。かつては技術が
不足 していたか ら、新 しい技 術が出ると社会が どんどん使 って くれ ましたが 、最近の ように技術の
バ ラエティが出て くる と、それを使 うか どうかは社会の側 の選択 にな ってきます から、我 々技術屋
は もっと社会学的 、経済学的知識 が要 ると思い ます。また 、技術 を適切に使 うべ き立場 にいる人文
社会系 の人 たち に、技術の基本的な属性 を理解 してもらう必要があ ります。結局 、そ うい う学際的
な入 り組みがこれか らの新 しい社会 の一つ の重要 な柱 にな らなけれ ばいけない と思 います 。
ただ 、全般的 に若 い人 たちが手を汚 し、額 に汗 して働 くことを避 けたい とい う傾 向があるのは確
かで 、長 い目でみ ると問題で す。工学系 とい うのは 、探求の結果を社会に還元 して役に立て るとい
うところが非常 に重要で 、手 を汚 し額 に汗 して物 を扱 うことが不可欠なのですが 、その部分が だん
だん忘 れて られ てい くような ところがある。これは 、小 ・中 ・高校 の理科教育の先生に工学系 の人
が少な くて 、工学の精神 を教 えることがで きないとい うのが一つの問題ではないで しょうか。
〔坂内】 当研究所で も、人材 関係の レポー トをいろいろ出 していますが 、高等教育 の充実 とい うこ
とも大切 だと思 います。
〔猪瀬】 その通 りです。諸外 国 と比べ て 、高等教育に出 している予算が相対的に少 ない。最近 にな
って、やっ と文部省 も財政当局 も理解 して くれるようにな って きました。今度の緊急経済対策 の議
論 の中 にも、大学 の研究環境 整備な どが出て きてお り、非常 によ くなって きたと思います 。
ただ、科学技術関係の教育行政 について言えば 、文部省は上級職 の技官のポス トがほとん どない。
大学で理工系 をやった人間が 、ちゃん とした科学技術 の教育行政には必要なはずです。理工系 を勉
強 して きた素養 が生 きるポス トを文部省 につ くって もらいたい と思 います。
〔坂内】科学技術会議が 、科 学技術系人材 の確保 について諮 問を受 けて います 。科学技術庁 はもち
ろんですが、文部省がかな り関与 して もらわなければいけない話だ と思 っています。
【猪瀬】 もちろんですね 。僕 は 、大学審議会 と学術審議会 の委 員もや っているので 、是非 いろいろ
と頑張 ってみたい と思 っています。
〔坂 内〕本 日は有 り難 う御座 いました。今後 ともご指導 をお願 い致 します 。






L最 近 の動 き/CurrentTopics
○ 「科学技術週間」 に関連 する政府広報 と
して 、TBSラ ジオ を初め とした全国ネ ッ ト
放送番組ilク ローズアップにっぽん』(4月
18日(日)午前7:15～7:45.放送)に おいて 、パ
ー ソナテ ィーの芳村 真理氏 と科学技術政策研
究所 坂 内富士男所長の対談 が放送 され まし
た。テーマは 、 「夢は無限～科学技術予測 」
で 、技術予測調査か らみた未来 の生活等が話
し合われま した。
○ 主要 来 訪者 一 覧/ForeignVisitorstoN1STEP
4/12(月)Jean-MichelSAUSSOIS(フラ ンス国立 企 業 内 人間科 学活 用協 会理 事 他12名)
/21(水)ChenYuxiang(中国Hefei技術 大学)
ChenJia-er(中国 国家 自然科 学基 金 委 員会 副 所長 他6名)




































∬ 。レポー ト紹 介/High1ightoftheNewReport
ア ジ ア地 域 の エ ネル ギー 利 用 と地 球 環 境 影響 物質(SOx、NOx、CO2)排出量 の将 来予 測
ProjectionsofEnergyConsumptionandEmissionsofSubstances
(SO.,NO。,CO2)AffectingGlobalEnvironmentinAsia
本調査研究は 、 「アジア地域 のエネルギ 一ー消費構造 と地球環境影響物質(SOx、NOx、CO2)排出量
の動態分析(平 成3年11月)」(1975～'87年の実態分析)に 引 き続 き、アジア全域 を対象 として 、
2000年、2010年におけるエネルePN・一・利用 と、それ に伴 うSOx、Nex、CO2の排出 動向 を予測 した もの
で あ り、その概要 を紹介す る。
1.調査手法
1.エ ネルギ 一ー消費量
アジア各国 におげるエネル ギー消費量 は、FUGIグローバルモデル を用 いて各国別 ・エネルギー
源別消費量 の予測 を行い 、SOx、NOxの排 出はエネルギー利用形態 により量が変化す るこ とか ら、
各エネルギー消費量 を消費部門別 に配分 した。この予測 の前提条件 として 、エ ネルギー利用形態
を 「自然体」 と 「技術進歩 による省エネルギーの進展等 を前提」 とする2ケ ー スの シナ リオ を設
定 した。 また、将来人口は国連 の中位推計値(1990年29.2億人→2000年34.7億人)を 、石油価格
は1990年17.9ドルから2000年40ドル とし、その後 も同様 の比率で漸増す るもの と設定 した。なお 、





SOx、NOx、CO2排出量 の推計は、環境対策 において 「現状通 り」 、 「・各国の国情 に応 じた環境対
策が普及」 、 「日本並の環境対策」 の3ケ ースのシナ リオを想定 し、各環境対策 ケース毎にエネ
ルギー源別 ・部門別のエネルギー単位消費量当た り排 出量(排 出係数)を 設定 して推計 した 。
環境対策
工秘ギ 需ー要 現状固定(A) 対策普及(B) 日本並(C)
自然体(1) 1-A 1-B 一
技術進歩(幻 ∬-A 遜－B 五－C
ll。調査研究 の結果
1.エ ネルギー消費量予測結果
アジア地域 は今後 とも4～5%程度の経済成長 を持続 し、それ に伴 って1次 エ ネルギー消費量は 、
自然体 ケースは2000年には1987年の1.7倍、2010年には2.4倍に 、また技術進歩 ケースでは各 々
1.5倍、1。8倍に増加す る。
技術進歩 ケースではエネルギー消費量 の伸 び率は 自然体 ケー スよりも小 さ くな ってい るに もか
かわ らず 、GDPの伸びは自然体 ケースを若干上回って いる。省エネルギーを進 めなが らもエネル ギ
ーの利用効率 を向上す ることによ り経済 の持続的発展が可能である ことを示 している。
2。SOx、NO×、CO2排出量予測結果
今 回の予測 では、自然体でのエネルギー消費で環境対策 を行わな い場合 には 、アジア地域 の
SOx、NOx、CO2の排 出量は2000年には1987年の1.5～1.7倍に、2◎10年には2。1～2,4倍に増加す る。
また、SO。、NOx排出量の削減 は環境対策の効果 より省エネルギー等の効果の方が大 きい。環境
保全の観点 にたった場合 、エネルギー利用技術の進歩 による省エネルギー の有効性が確認 された。
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1.環境保全に対 して脱硫 ・脱硝 よ り省エ ネが寄与
SOx、NOxにおげる省エネルギー等での削減率は20～30%に達するのに対 し、国情 に応 じた環境
対策 を想定 したケースでは7～10%に過 ぎない。この ようにエネル ギーの利用効率 の向上 による省
エネルギーの進展 は、SOx、NOx、CO2の削減 に大 きく寄与 し得 る。 ともすれば 、環境保全 とい うと
脱硫 ・脱硝設備等 を思い浮かべ がちであるが 、高効率化 による省エネル ギーを進めることが非常
に有効 である。
今後 、アジア各国が持続 的発展 を保 ちつつ省エネル ギー を図ってい く上で 、日本 の技術 や ノウ
ハ ウを一層活用す ることが必要であ る。
2e環 境保全対策の徹底
アジアの各国は 、省エネ対策に重点的 に取 り組むべ きであるが 、工業 の進展等経済活動の拡大
して いる国では環境の悪化が顕著で 、省 エネルギーの進展 に加 え日本並 に近 い環境対策 を行 わな
い と現状維持 も困難な地域があることか ら、高効率化 による省エネルギーに加 え何 らかの環境対
策 の推進 が期待 され る。このためには燃料改質や より負荷の小 さい燃料への転換の推進 に加 え、
それぞれの国情 に適 した脱 硫 ・脱硝装置 の研究開発な どを重点 として 、可能 な限 り環境 負荷 の低
減 に努めてい く必要がある。












(1)大学 において第一線の研究 に携 わっている8名 の教授 を講演者 とし、大学 における基礎研究
をテーマ とした講演 を科学技術政策研究所 において行 った。この方法は、インタヴューや アンケー













① 基礎研究は、 〈知る喜び〉、〈人類共有の知的ストックの拡大〉及び 〈人材育成の素地の拡
大〉へ同時に貢献する行為であるとのイメージに集約された。


































































本レポー トでは、大学におげる基礎研究のイメージが 〈知る喜び〉、 〈人類共有の知的ストック
の拡大〉及び 〈人材育成の素地の拡大〉に同時に貢献する行為に、特質を 《自由》、 《個性》、
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